



















































































総　　　計 1912 2088 2624 2640　　　　　2904





50～　99 71（3．7） 92（4．4） 235（8．9） 196（7．4） 225（7．8）
100～199 16（0，8） 23（1．1） 78（3．0） 66（2．5） 96（3．3）
200～299／・（α・） 9（O．4） 16（O．6） 15（O．6） 20（O．7）
300～499 5（O．2） 9（O．3） 11（O．4） 14（O．5）
500～999／・（…） 3（O．1） 11（O．4） 4（0．2） 6（O．2）































































































































































???．????? ??? ﹈＝???????????????????? ???????????
9人以下 O◎ △ X ◎ X △ △ X △ X △ ◎
10’19 ◎ ○ X X OX △ △ X △ △ △ ◎
20．・29 ◎ ○ X X OX △ △ X △ OX ◎
30－49 O△ △ X ◎ X △ ○ X ◎ △ X ◎
????
50一一g9 O◎ ○ X OX ◎ O X △ X X ◎
1皿0－199△ ○ ○ X OX ◎ ○ ○ ◎ X △ ◎
2皿0一一299 △ X × X X △ ◎ ◎ ◎ X X X ◎
300一一499 ◎ X X X ◎ ◎ X X △ X X △ X
9人以下 ○ ◎ ◎ X OX ◎ X X X △ ◎ △
10…19 ○ ◎ △ x OX OX X △ OO x
20一・29 ◎ ◎ ◎ X △ X △ ○ x △ ◎ X ○
30一・49 O◎ △ ◎ X X O○ X ◎ O△ ○
50－99 △ ○ △ ○ ○ △ O○ △ △ × △ X
?????
100山199△ X ◎ ◎ X ◎ △ △ △ X ◎ X △
200山299△ X ○ X X ◎ X △ X X X X x
300｝499△ X ◎ X X X △ X ◎ X X X X
500－1000X X ◎ ◎ X ◎ X × X X X x X
10田o人以土 ◎ ◎ X X △ × X △ X X X X X
9人以下 X X X X X X △ X X X X ◎ X
10一・19 ○ ◎ △ X ◎ X ◎ X x x X △ X
20山29 ◎ ◎ ○ X ◎ X ◎ X X ◎ X ◎ X
30－49 ○ x ◎ X ◎ x X X X X ○ ◎ X
50…99 ○ △ OX ◎ x ◎ X X ○ X △ X
100－199O◎ ○ X ◎ X x △ X ◎ X ◎ X
貢 200山299OO ○ X ◎ X OX X X ◎ ◎ x
300’｛99△ x ◎ X ◎ x ◎ △ X X X ◎ ◎
500－1000○ X ◎ X ◎ X X X X X ◎ ◎ X
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れに対して5年未満の企業が10．2％，5～9年の企業が11．9％と非常に新しい
企業の数が多い。戦前の状況をさらに詳しく分析するために昭和6年の資料を
引用したい。5）当時の鋳物工場数は1，174であってその中の947が銑鉄鋳物工場
であり，可鍛鋳鉄工場40，鋳鋼工場25，その他162となっている。この947の銑
鉄鋳物工場の創業年代を示したのが第4表である。この表より特に犬正8年～
12年にかげて25．6劣の企業が創業したことが分かる。次いで大正13年～昭和3
年の時期に1Z6％，大正3年～7年の時期に15．8％とこの時期に集中的に創業
している。これは第1次大戦前後にわが国の工業化が急速に進展したからであ
る。明治年問には各時期とも創業した企業数は大正年間と比較して少ないが，
明治初年から末年にかげて緩い増加傾向がみとめられる。また明治以前からの
企業の割合も昭和38年と比較するとかなり高くたっている。また昭和6年前後
は不況期であったため創業する企業数の滅少がみとめられるが，それでも昭和
5年～6年頃は1年に20～30の新しい工場が生まれている。先述したように鋳
物企業の規模は非常に小さい。設備と言えば土間に溶解設傭としてコシキと仕
上用のグライソダーがあれぼよい方なので，鋳物職人が独立することも容易で
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あ私零細な下請的な状態にあるので不景気の場合には倒産する。このように
好況時に職人が独立し，不況時には倒産してまた職人に戻るというケースもか
なりある。従って創業以来100年以上という長命の企業も若干存在するのに対
して非常に短命な企業もまた多いのである。鋳物メーカーの平均寿命はどの位
であろうか。これを示すデーターはないが，伝統産地の一つである桑名の例で
は明治初年の10年間に8工場が閉鎖したのに対し新設が24もあり，合せて69工
場となり，第二次大戦の終戦時には39工場に減少した。また近くの四日市では
明治年間より戦前までに創業した26工場の中で昭和40年頃まで続いたものがわ
ずかに23％の6工場にすぎず，戦後に出来た29工場中62％の18工場が残ってい
るに遇ぎない。これは桑名が伝統産地の一つであり，目用品という特摩品であ
りかつ最終消費財を生産していたのに対して，四日市は他の産地同様に機械鋳
物中心であったため景気変動の波を直接受げたのである。このように機械鋳物
中心の場合には鋳物企業は一般に短命なものが多い。これは資本不足や経営技
術の未熟さなどがその失敗の原困として挙げられるが，根本的にはやはり過当
競争に帰因するものである。それ故100年以上続いた企業の中には大工業地帯
から離れた競争の比較的少ない地域に立地しているものが多いのである。第4
表の二つの統計より昭和38年現在，創業以来50年以上経遇した事業所の数は昭
和6年の統計の事業所数の約64％に減少している。また大正4年から昭和6年
までに創業した事業所数も昭和38年には約6螂に減少している。これらの統計
がとられるまでに倒産した事業所も含めれば5割位の事業所しか残存していな
いと言えよう。
4
　鋳物生産は自動車部品のような生産数量が多いものは別として，一般に多種
少量生産である。本来この産業は犬量生産に向く生産方法を採用しているにも
かかわらず，大量生産を行なっているのは自動車メーカーなどの大手一貴メー
　12？2
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カーだけなのである。したがってそこでは従業員一人当りの生産性はかなり高
いのである。それに対して専業メーカーぽ多種少量生産を強いられ，機械化も
殆ど進まず音ながらの非近代的な生産を行なっているのである。そのため好況
時には低賃金を武器にして職人層が新たに独立してくることが可能であり，ま
たそれを阻止するようた要因もなく，過当競争状態が今後も続くであろう。鋳
物業は儲かると言われているが，それはコストに占める人件費の割合が他の機
械産業に比較して高く，付加価値創造も高いからである。しかしそれは好況時
のことであって，不況時にはコストを低下させるためには人件費を切り詰める
以外にはなく，そのため家族労働を中心とした零細な企業が存在しうるのであ
る。また岩手県の水沢のように農家の副業的な労働力に依存している所もある
のである。
　筆者は江戸時代以前から特権的産業としての鋳物業が明治時代以降の機械鋳
物中心の今日の鋳物業の母体となりえたかについて全国各地の産地の比較研究
を行なって来た。その緒果今日までに得た結論は次のようである。すなわち明
治維新を挾んで鋳物工業には幾つかの大きな変化があった。その一つは近世に
おいては御鋳物師と呼ばれた特定の株仲間の成員の家以外には鋳物業を営むこ
とが許されていなかったものが，明治蒔代に入ると誰にでも自由に営業するこ
とができるようになったことである。第二に生産面で鋳型の製作の焼型法から
0生型法への転換，原料たる銑鉄の和銑より高炉銑への転換，送風方法の変化，
燃料の木炭からコークスヘの転換，製品の日用品鋳物より機械鋳物への転換な
どの非常に大きな変化があり，これに対応し得た産地のみが生一き残ったのであ
る。全国各地のかつての産地の大部分はこの転換を成し得ず衰退してしまった。
すなわちかつての御鋳物師の家の犬部分は転・廃業してしまったのである。そ
れでは明治時代に新たに鋳物業を興した人々はどのような人々であっ一たろうか。
鋳物工業のようた特殊杜技術を必要とする産業は全くの素人が経営することは
不可能である。それ故新たに鋳物業を興した人々は伝統的産地の御鋳物師の処
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で職人として働いていた人が大部分なのである。彼等は川口・大阪などで新し
い洋式の鋳物技術を習得して独立していったのである。それ以後大正時代およ　　　　・
び昭和年敵こ新たに鋳物業を始めた人々の大部分もこうした鋳物工場で働いて
いた職人層なのである。勿論御鋳物師の家の全てが転・廃業した訳ではない。
今日まで100年以上も鋳物業を継続している20位の企業の大部分は，江戸時代
の御鋳物師の流れをくむものである。他の大部分が減び去った中でこれらの企
業が何故に存続しえたのだろうか。このことは非常に興味深い事実である。新
しい変化に対応するための経営者の非常な努力も然ることながら，その聞幾度
か見舞われた不況を乗り切るためには，それらの企業はおそらくは土地を保有
していたり，その他の兼業を持っていたりして，不況に耐えうる何らかの経済
カを有していた企業に相違ないであろう。それなくしてはこの景気変動の激し
い業界において100年以上も生き続げることは不可能であったろう。勿論伝統
産地としての名声も大いに力があったに違いない。しかし伝統産地のかなりの
地域が衰退してしまったことから，その土地の持つ立地条件についても考える
必要があるだろう。
　鋳物工場の地理的分布は著しい特色がある。r全国鋳物工場名簿」からその
所在地をピックアヅプして見ると，北は北海道から南は鹿児島まで日本全国に
普遍的に分布している。6）しかしその反面埼玉県の481工場，愛知県の399工場・
犬阪府の228工場，東京都127工場，福岡県の130工場というように四大工業地
帯に著しい集積を示している。これに対して鹿児島県の5工場を最低とし工場
数10以下の県は，青森，宮城，秋田，千葉，奈良，鳥取，宮崎の8県にものぼ
るのである。これらの諸県は千葉県を除いて全て主要工業地帯から外れている
のである。千葉県に鋳物工場が少ないことは同県の工業化の時期が遅かったこ
とにより，既に大産地を形成していた埼玉県川口に近接しているため新たな鋳
物産地が形成され難かったのである。前記集積地の中でもさらに特定の都市に
集中している。すなわち川口市の452工場，大阪市の142工場，名古屋市の130
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工場という大集積地の他にも，工場数40以上の集積地は水沢（岩手），山形，
長岡，繭尾（愛知），碧南（愛知），桑名，金沢など7か所もあるのである。
　鋳物工場がこのように著しい地域的集中を示している原困は，先述したよう
にその製品が主として機械部品であるため，その需要先に近接していることが
要求されているからであ乱立地条件の一つに主要需要先との距離が30kmま
でとなっているのはこのことを示すものである。かくして鋳物工場は四大工業
地帯を中心とする太平洋岸ベルト地帯に著しい集積を示し，鋳物工場集積の上
位5県に50％以上集中している。この集積地の分析を行なって見ると，そこに
は幾つかの歴史的に異なった産地が見られる。すなわち東京，神奈川，静岡，愛
知，福岡は新興の機械鋳物産地であるが，埼玉，大阪などは伝統産地から機械
鋳物に転換した産地である。また岩手，山形，富山，広島，三重などは伝統産
地であり主要工業地帯から外れているため，現在も日用品の比重が高いのであ
る。このように今日の鋳物産地は歴史の異なる幾つかのタイプの産地が含まれ
ているのである。近年鋳物工場の既成工業地帯への集中は若干低下する傾向が
見られる。これは一つには既成工業地帯からの機械工業の流出があり，他方鋳
物工業自体でも公害問題解決のために流出する傾向がみられる。
おわりに
　先述したように鋳物工業には零細た企業が多いため近代化は非常に遅れてい
る。しかもその生産過程で銑鉄の溶解のためにコークスを使用し，その放出す
るガスや煤煙，熱，また鋳型用に鋳物砂を用いることからその粉塵，モーター
や機械などの騒音等々の公害を発生させている。かつてはこれらのことは鋳物
工場にとっては当然のことと考えられており，工場の隣りに住宅があることも
普通の状態であったのである。それが公害問題の昂まりにより，もはやかつて
のように何の対策も講ぜずに生産活動を行なうことは不可能となってきた。川
口などでは大型のキュポラに集塵装置を付けるように指導している。この対象
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となるものは30工場の40基の羽口断面積α5皿2以上のキュポラであり，すでに
18基に集塵装置の設置が終り，残りの22基についても進行中である。またこれ
以下の羽1］断面積0．3m2～O．5m雪のキュポラも県の公害防止条例の規制を受け
るため，これらのキュポラにも集塵装置の取り付けが義務づげられている。し
かし大型用の集塵装置は1基が1，000万円以上もするためその費用は鋳物工場
にとって犬変な負担である。もしこれが全ての鋳物工場に義務づげられるとし
たら，それは零細企業にとっては致命的問題である。そうなれぼ職人層が独立
してくることも困難となってくる。もう一つの重要な問題は労働力不足の問題
である。それは鋳物工場のような劣悪な労働条件の下では若年労働老を集める
ことは非常に困難になっている。そのため本年のような国内の活発な需要があ
るにもかかわらず，フル生産を行なってもその需要を満たしきれず，機械メー
カーの生産にもかなりの影響を与えている。この機会に鋳物メーカーは従来の
製品の形状に拘わらず重量kg当り何円という不合理な価格の決め方を改善さ
せたり，全般的な価格の引き上げに成功している。しかし今日のようた多数の
企業が存在している場合には，過当競争のため不況時にはまた価格の引き下げ
を要求されるであろう。それ故鋳物企業はこの好況時に力を貯えておかねばな
らない。労働力不足と公害間題が深亥一化しているため，川口その他の既成の産
地から鋳物工場が脱出していくばかりでなく，韓国などで合併企業を設立し，
鋳物生産を現地で行なってわが国に輸入しようという新しい動きも見られる。
これは鋳物工場は大手機械メーカーの工場に近接していたければならないとい
う従来の常識を覆すものであり，犬いに注目する必要がある。もっとも鋳物工
業は特殊なものを除けばそれほど高度の技術や関連産業を必要とする産業でも
ない。それ故ある意味では開発途上国に適した産業であるとも考えられ，将来
は単純なものなどは低開発諸国に取って代られるかも知れない。また国内的に
は代替化の頓向も無視しえない。これは銑鉄鋳物を鋼板溶接，鋼板プレス，ダ
イカスト，アルミ鋳物，プラスチックなどで代替しようというものである。し
　1276
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　153
かしこれには技術的条件と価格上の条件の二つが備わって始めて行愈われうる
のであるが，今日のような鋳物不足の状態が続くと，この煩向がさらに促進さ
れる恐れがある。このような幾多の諸間題を解決するためには，わが国の鋳物
工業としては近代化を促進し，労働者一人当りの賛本装備率を高め，労働力不
足対策と公害対策を計っていかねぱならないが，それは適正生産規模の拡大を
必要とする。しかし今日のように多数の零細企業が大規模機械メーカーの下誇
的状態で存在している揚合，一企業にとって生産量を拡大することは極めて困
難であると言わざるをえない。このように考えてくるとわが国の鋳物工業の将
来は決して容易ではないのである。
　注
　1）　通産省重工業局編「銑鉄鋳物工業の実態と近代化の方向」一銑鉄鋳物工業実態
　　調査報告書一昭和40年。
　2）　目本鋳物工業会編「全国鋳物工場名簿」，昭和43年。
　3）　鋼材倶楽部編昭和47年度版「鉄鋼需要の動き」，昭和48年。
　4）注1，21pより転載。
　5）　昭和6年「工場統計表」。
　6）　詳Lくは拙稿r工業立地変動の一研究」，r早稲田商学」217号，昭和45年，参照。
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